
平成２１年度一般会計当初予算説明資料
５款 労働費

１項 労政費 経済･雇用政策総室（内線:７２２９）→事業実施:雇用人材総室
１目 労政総務費 （単位：千円）

財 源 内 訳 備
事 業 名 本 年 度 前 年 度 比 較

国 庫 支 出 金 起 債 そ の 他 一般財源 考

就職困難者就
業支援事業 26,531 26,477 54 154 26,377

<雑 入>

トータルコスト 41,444千円 （前年度 49,008千円）

従事する職員数 正職員：1.8人、非常勤職員：6.0人

主な業務内容 職業相談、職業紹介、支援員との連絡調整

事業内容の説明

１ 事業の概要
就職が困難な者（おおむね４０歳以上の者、建設業離職者、生活保護受給者、ひとり親家庭

の親、刑務所出所者及びＤＶ被害者）に対し、就業支援員が個別の相談にきめ細かく対応し、
早期就職に結びつける。

２ 事業内容
（１）就業支援員の配置（２３，１５５千円）

就業支援員を６人配置し、求職者の個別の状況に応じて職業相談から就職先の紹介まで
を支援

地区 配置先 人数 主な職務
東部 雇用人材総室 ２人 ・求職者からの職業相談への対応

・出張相談、面接同行
中部 中部総合事務所県民局 ２人 ・職場体験講習、パソコン基礎講習の受講斡

旋、職業訓練の案内
西部 西部総合事務所県民局 ２人 ・求人開拓、無料職業紹介の実施

（２）職場体験講習の実施（２，６５６千円）
企業や個人事業所等での職場体験講習を通じて、対象者の早期就職を支援
・講習期間 １２日以内
・講習人数 ４０人
・講習謝金 受入企業 6,000円以内／人
・受講奨励金 5,032円／日

（３）パソコン基礎講習の実施（７２０千円）
パソコン操作未経験者に対し、基礎講習を随時実施し、早期就職を支援
・講習時間 ６時間
・講習人数 ４０人

３ 前年度との主な変更点
平成２１年度から中高年者の支援対象を【おおむね４５歳以上の者】から【おおむね４０歳

以上の者】へと変更する。
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